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4.1 環境影響評価方法書に対する環境の保全の見地からの意見及び事業者の見解 

環境の保全の見地からの意見に対する事業者の見解は、表 4.1-1 に示すとおりである。 

「環境影響評価法」（平成 9 年法律第 81 号）第 8 条第 1 項の規定に基づき、方法書に

ついて環境の保全の見地から提出された意見は 2 件であった。「環境影響評価法」（平成 9 

年法律第 81 号）第 9 条の規定に基づく、方法書についての意見の概要は、次のとおりで

ある。 

 

表 4.1-1 環境影響評価方法書に対する環境の保全の見地からの意見及び事業者の見解 

環境の保全の見地からの意見 事業者の見解 

土砂採取区域が山の上の方のようですが、雨
が多い場所なので災害などが心配です。 

土砂採取区域における土砂を採取する範囲
は、今後地質調査等を実施した上で、具体化
していきます。それにあたり、具体的な土砂
採取区域は、土砂災害が発生しないように河
川周辺を避けて選定します。 
また工事にあたっては、防災面及び濁水流出
防止等の環境保全に配慮し、必要な沈砂池等
を設置します。 

延伸工事をすることで、絶滅危惧種などがい
なくなったりしないか。 

動物、植物及び生態系については、空港及び
その周辺、土砂採取区域及びその周辺におい
て、現地調査を実施し、重要な動植物の状況
及び重要な生息環境の分布状況を把握しま
した。 
これらのうち、本事業の実施により影響を受
けるおそれがある重要な動植物及び主要な
生息環境については極力改変を回避するな
どの環境保全措置を実施します。 
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4.2 環境影響評価方法書に対する知事意見及び事業者の見解 

知事意見に対する事業者の見解は、表 4.2-1 に示すとおりである。 

 

表 4.2-1(1) 環境影響評価方法書に対する知事意見及び事業者の見解 

環境の保全の見地からの意見 事業者の見解 

1.統括事項 

(1)環境影響評価を実施するに当たっては、
関係法令等を遵守するほか、鹿児島県環境基
本計画及び屋久島町の環境基本計画等に記
載のある環境に配慮すべき事項についても
十分勘案するとともに、地域住民等の意見に
十分配慮すること。 

環境影響評価の実施に当たっては、関係法令
等を遵守し、当該地域の環境施策等の整合に
留意し、地域住民等の意見に十分配慮しま
す。 

(2)本事業計画の検討に当たり、今後適切な
方法により調査、予測及び評価を行い、そ
の結果を踏まえて、環境への影響の回避又
は低減に努めること。 
 また、環境の保全の見地から検討した経緯
及び内容については、準備書以降の図書に適
切に記載すること。 

本事業計画の検討に当たっては、適切な方法
により調査、予測及び評価を行い、その結果
を踏まえて、事業者の実行可能な範囲で環境
への影響の回避又は低減に努めてまいりま
す。 
 また、環境の保全の見地から検討した経緯
及び内容については、予測項目毎に整理し、
記載しております。 

(3)環境保全措置の検討に当たっては、複数
案の比較を行い、環境影響の回避・低減を
優先的に検討し、代償措置を優先的に検討
することがないようにすること。 
 また、環境への影響の回避又は十分な低
減ができない場合は、事業計画の見直しを
含めて検討すること。 
 なお、実施する環境保全措置については、
準備書以降の図書に適切に記載すること。 

環境保全措置の検討に当たっては、複数の措
置を立案した上で、まず環境影響の回避を優
先し、低減、代償措置の順で検討しました。 
 また、特に土砂採取区域では調査で確認さ
れた重要な種の保全を図るため、それらの生
息・生育地の改変を避ける事業計画としまし
た。 
 なお、実施する環境保全措置については、
本準備書に適切に記載しました。 

(4)環境影響評価を実施するに当たっては、
重要な動物の生息や植物の生育が確認され
るなど新たな事実が判明した場合には、速
やかに県及び屋久島町に報告し、協議を行
うとともに、必要に応じて専門家などの意
見を聴取し、選定項目などの見直し又は追
加を検討の上、適切に調査、予測及び評価
を行うこと。 

環境影響評価を実施するに当たっては、重要
な動物の生息や植物の生育の確認等につい
て、方法書に基づき現地調査を実施してまい
りました。 
その結果、方法書作成時点で想定しえなかっ
た新たな事実が判明した場合には、適宜県及
び屋久島町に報告し、協議を行う方針でした
が該当する案件はありませんでした。 
 また、本準備書の作成にあたり、専門家の
助言を求め、予測及び評価の結果に反映しま
した。 

(5)準備書の作成に当たっては、事後調査
（建設工事及び供用後の環境の状況を把握
するための調査）の要否について検討する
とともに、事後調査結果において、予測範
囲を超える影響が確認された場合は、その
対処法を検討すること。 

環境調査、予測及び評価の結果を踏まえて事
後調査の要否について検討しました。その結
果について、予測項目ごとに整理するととも
に事後調査に整理しました。 
また、事後調査結果について、予測結果との
比較を行い、環境保全目標等を超過する場合
の対処法について検討する方法については、
事後調査に記載しました。 
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表 4.2-1(2) 環境影響評価方法書に対する知事意見及び事業者の見解 

環境の保全の見地からの意見 事業者の見解 

2.個別事項 

(1)大気環境に対する影響 

ア 対象事業実施区域及びその周辺には、複
数の住居等が存在しており、工事中及び供用
時における大気環境への重大な影響が懸念
されることから、工事用資材等の搬出入及び
建設機械の稼動による大気質（窒素酸化物、
粉じん等）への影響・騒音・振動、航空機の
運航に伴い発生する騒音について、気象条件
によっては影響範囲が拡大することも踏ま
え、最新の知見等に基づき、適切に調査、予
測及び評価を行うとともに、環境保全措置を
検討し、大気環境への影響を回避又は低減す
ること。なお、屋久島町の意見を踏まえ、飛
行場の施設の供用に伴う粉じん等について
も最新の知見等に基づいて追加を検討の上、
その結果を準備書に記載すること。 

工事用資材等の搬出入及び建設機械の稼動
による大気質（窒素酸化物、粉じん等）への
影響・騒音・振動、航空機の運航に伴い発生
する騒音について、最新の知見等に基づき、
適切に調査、予測及び評価を行うとともに、
必要に応じて環境保全措置を検討し、準備書
に記載しました。 

また、屋久島町の意見を踏まえ、飛行場の
施設の供用に伴う交通量の増加に伴う粉じ
ん等については、最新の知見等に基づいて環
境影響評価項目の追加を検討しました。 

検討の結果、飛行場の施設供用時には、空
港周辺の地表面は舗装や緑化が施されるた
め，工事中とは異なり、「粉じん等」のうち、
土ぼこりなどの「粉じん」の飛散はほとんど
ないと考えられることから，飛行場施設の供
用に伴う「粉じん等」の予測評価は行わない
こととしました。 
（道路環境影響評価の技術手法によると，自
動車の走行に伴う粉じんの排出量は小さい
とされています。） 

一方、飛行場の施設供用時には、「飛行場関
連車両の自動車排ガス」による影響が考えら
れるため、知事意見及び屋久島町意見を踏ま
え、「浮遊粒子状物質」の予測評価において
は，発生源に「飛行場関連車両」を追加して
予測・評価を行いました。 
 
 
【参考】「粉じん等」とは、粉じん、ばいじん
及び自動車の運行又は建設機械の稼働に伴
い発生する粒子状物質をいう。 

イ 大気環境への影響については、建設工事
等で使用する建設機械の種類や数量並びに、
資材や機械の運搬等に用いる車両の種類、台
数及び通行経路について、その内容を準備書
に具体的に記載し、予測及び評価に適切に反
映させること。 

大気環境への影響については、工事計画を立
案し、建設工事等で使用する建設機械の種類
や数量並びに、資材や機械の運搬等に用いる
車両の種類、台数について稼働計画として示
しました。 

また、空港周辺範囲と土砂採取区域の走行
経路についても示しました。 

 
ウ 航空機の運航に伴い発生する騒音の調
査、予測及び評価を行うに当たっては、他事
例等も調査し、現況の飛行経路、延伸後の滑
走路における飛行経路を十分に考慮し、当該
影響が確認された場合の対策についても十
分に検討を加え、それらの結果を準備書に具
体的に記載すること。また、タクシーイング
（地上走行）やアイドリングなどの地上騒音
を含めた予測評価も実施すること。 
なお、屋久島町の意見を踏まえ、春季及び秋
季の調査についても最新の知見等に基づい
て追加を検討の上、その結果を準備書に記載
すること。 

航空機騒音については、他事例等も調査し、
現況の飛行経路、延伸後の滑走路における飛
行経路を考慮した予測及び評価を実施し、環
境保全措置を検討し、その内容を準備書に記
載しました。 

また、タクシーイング（地上走行）やアイ
ドリングなどの地上騒音を含めた予測評価
も実施しました。 
 なお、屋久島町の意見を踏まえ、春季及び
秋季の調査を追加で実施しました。 
 

 

  



26 

表 4.2-1（3） 環境影響評価方法書に対する知事意見及び事業者の見解 

環境の保全の見地からの意見 事業者の見解 

エ 大気質については、離着陸時の排出ガス
及び気象条件等も考慮し、より広範囲な調査
地域の設定や、調査地点の追加を行うととも
に、その検討結果を準備書に記載すること。 

屋久島空港及びその周辺は、海岸に隣接し、
海岸からの風が卓越している地形条件であ
り、局所的な気象条件が存在する可能性は低
いと判断し、調査地点の追加は行わず、方法
書に記載の大気質調査地点において調査を
実施しました。 

また、この結果をもとに離発着時の航空機
からの排出ガスの影響も含め、対象事業実施
区域及びその周辺の大気質の現況を把握す
ること及び適切な予測及び評価が実施でき
たと考えております。 

オ 大気質の予測の基本的な手法として、プ
ルームモデル及びパフモデルによる拡散計
算を行い予測するとしているが、屋久島空港
周辺は標高差が大きく、複雑な地形であるこ
とから、プルームモデル及びパフモデルの適
用性について準備書に記載すること。 

プルームモデル及びパフモデルは、様々な地
形条件下での実績が蓄積され、地域特性等を
考慮した係数を適切に設定することにより、
地形条件をある程度考慮した大気質への影
響を予測できる汎用性の高い手法と認識し
ております。空港周辺は海岸に立地している
ため海洋からの風が卓越しており、大気が滞
留するような地形の影響は小さいと考えて
おります。 

2.個別事項 

(2)水環境に対する影響 

対象事業実施区域の周辺には、砂防法（昭和
30 年法律第 29 号）に基づく砂防指定地及び
土砂災害警戒区域等における土砂災害防止
対策の推進に関する法律(平成 12年法律第 57
号)に基づく土砂災害特別警戒区域並びに複
数の河川等が存在しており、土地の改変に慎
重を要する区域である。 
 本事業の実施により、土砂・濁水の流出に
伴う水環境への影響が懸念されることから、
地形条件等を考慮した上で、最新の 
知見等に基づき、工事の影響を適切に把握で
きる地点を調査地点に設定するとともに、工
事中の水環境のモニタリングの実施及び土
砂・濁水の流出を最小限に抑えるための土砂
流出防止措置の検討を実施し、水環境への影
響を回避又は低減すること。 
 また、沈砂池などの土砂流出防止措置につ
いては、その規模、算定根拠及び維持管理の
方法を準備書に記載すること。 

事業実施による水環境への影響については、
最新の知見等に基づき、適切に調査、予測及
び評価を行うとともに、環境保全措置を検討
し、その検討状況及び検討結果を記載しまし
た。 

また、工事中の水環境のモニタリング及び
土砂・濁水の流出を最小限に抑えるための土
砂流出防止措置について、沈砂池などの土砂
流出防止措置について規模、算定根拠及び維
持管理の方法を検討し、記載しました。 

なお、維持管理の方法については、環境保
全措置として、記載しました。 

(3)動物、植物、生態系に対する影響  

ア 対象事業実施区域及びその周辺は、重要
な動植物の生息域となっていることから、動
植物に対する影響が懸念される。 
本事業計画の検討に当たっては、県、屋久島
町及び専門家等の意見を踏まえ、適切に調
査、予測及び評価を行い、必要に応じて環境
保全措置を講ずることにより、動植物への影
響を回避又は低減すること。 
今後の詳細な調査で、対象事業実施区域内に
絶滅のおそれのある野生動植物の種の保存
に関する法律（平成 4 年法律第 75 号）及び
鹿児島県希少野生動植物の保護に関する条
例（平成 15 年鹿児島県条例第 11 号）で指定
されている種が確認された場合、国及び県と
の協議を行うこと。 

対象事業実施区域及びその周辺については、
現地調査により、重要な動植物の生息を確認
しており、専門家等の意見を踏まえ、適切に
調査、予測及び評価を実施しました。 
 また、現地調査の結果、法、条例等で指定
されている重要な動植物等が確認されまし
た。予測・評価及び環境保全措置の検討の結
果、これらの重要な動植物の生息・生育環境
は保全されるものと考えます。 

なお、今後の事業実施にあたり環境保全措
置の検討結果を適切に反映するとともに、法
令等に指定される重要な動植物に対する手
続き等が必要な場合には、国及び県と必要な
協議等を行います。 
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表 4.2-1（4） 環境影響評価方法書に対する知事意見及び事業者の見解 

環境の保全の見地からの意見 事業者の見解 

イ 土砂採取及び滑走路の延伸に伴う森林
等の伐採により、哺乳類等の動物の行動、生
息地の利用状況の変化や植生の変化等によ
る影響が考えられるため、県、屋久島町及び
専門家等の意見を踏まえ、適切に調査、予測
及び評価を行い、森林等の伐採による生態系
への影響を回避又は低減すること。 
 また、法面等の緑化においては、生態系へ
の影響を回避又は低減すること。 

土砂採取及び滑走路の延伸に伴う森林等の
伐採による哺乳類等の動物の行動、生息地の
利用状況の変化や植生の変化等による影響
については、専門家等の意見を踏まえ、適切
に調査、予測及び評価を実施しました。 
 なお、法面等の緑化においては、在来の種
の定着を促すため、栽培品種等の植栽・播種
は行なわず、周辺植物の種子等が飛来し、発
芽・生育することを待つ方法とすることとし
ました。 

ウ 対象事業実施区域及びその周辺では、特
定外来生物による生態系等に係る被害の防
止に関する法律（平成 16 年法律第 78 号）及
び指定外来動植物による鹿児島の生態系に
係る被害の防止に関する条例（平成 31 年鹿
児島県条例第 24 号）で指定されている種が
確認されていることから、生息域の拡大に繋
がらない対策を講じること。 

本事業の実施に伴う外来種の侵入・拡大を防
止するため、現地調査実施にあたってはリュ
ウキュウキノボリトカゲ等の外来種の駆除
の取り組みを行い、工事中も拡散防止対策を
実施することとしています。 

また、法面等は、外来種が侵入することが
想定されるため、法面等の管理にあたり、法
令等に指定される外来種の選択的除草を行
う計画です。 

(4)景観に対する影響 

対象事業実施区域の周辺は、屋久島国立公園
に指定されており、公園内には愛子岳やふれ
あいパーク屋久島など主要な眺望点が存在
しており、眺望景観等への影響が懸念され
る。 
本事業計画の検討に当たっては、鹿児島県景
観条例（平成 19 年鹿児島県条例第 62 号）の
基本理念及び国（屋久島国立公園の管理者）、
県、屋久島町、専門家、地域住民及びその他
の利用者の意見を踏まえ、現地調査により主
要な眺望点からの眺望の特性、利用状況等を
把握した上で、空港及び土砂採取場所につい
て、フォトモンタージュ等を作成し、垂直見
込角、主要な眺望方向及び水平視野も考慮し
た客観的な予測及び評価を行い、その結果を
踏まえ、眺望景観等への影響を回避又は低減
すること。 

本事業計画の検討に当たって、今後の施設計
画の具体化にあたり、対象区域の周辺が屋久
島国立公園の指定地域であること及び当該
地域の景観に関する施策の整合に留意し、管
理者、利用者等の意見に十分配慮することと
します。 

また、景観に係る現地調査を適切に実施し
主要な眺望景観についてフォトモンタージ
ュにより、予測及び評価を実施しました。 

なお、愛子岳山頂を除く主要な眺望地点か
らは空港ビル等の建築物等が視認できない
ため、垂直見込み角等の予測は行っておりま
せん。愛子岳山頂からは空港ビル等を視認す
ることが可能ですが、上方から見下ろす視点
となるため、垂直見込角の予測は行っており
ません。 

(5)人と自然との触れ合いの活動の場に対する影響 

対象事業実施区域の周辺には、釣りやダイビ
ングが日常的に行われる海域など主要な人
と自然との触れ合いの活動の場が存在して
いることから、県、屋久島町、専門家、地域
住民及びその他の利用者の意見を踏まえ、適
切に調査、予測及び評価を行い、人と自然と
の触れ合いの活動の場への影響を回避又は
低減すること。 

人と自然との触れ合いの活動の場について
は、管理者、利用者等に景観資源や海岸の利
用実態等についてヒアリングを行い、現状を
把握しました。 

その上で、調査、予測及び評価を実施し、
影響の回避、低減のための環境保全措置を検
討しました。 

(6)廃棄物等に係る影響 

ア 建設工事においては、廃棄物の発生を抑
制するとともに、発生した廃棄物は適正に処
理すること。また、廃棄物の種類、発生量及
び処分方法について準備書に記載すること。 

建設工事においては、建設工事に伴う副産物
の発生量を抑制し、適正に処理します。また、
廃棄物の種類、発生量及び処分方法について
予測及び評価を実施し、その結果を記載しま
した。 
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表 4.2-1（5） 環境影響評価方法書に対する知事意見及び事業者の見解 

環境の保全の見地からの意見 事業者の見解 

イ 飛行場の施設の供用により発生する廃
棄物については、利用者数の適正な把握に努
め、発生量の予測を行うこと。 
 また、廃棄物の分別及び処理については、
屋久島町一般廃棄物処理基本計画に則って
行うこと。 

飛行場の施設の供用により発生する廃棄物
については、利用者数の適正な把握に努め、
種類ごとの発生状況の把握を試みましたが、
現状の種類別の発生量データはありません
でした。 

また、廃棄物の分別及び処理については、
屋久島町一般廃棄物処理基本計画に則って
行います。 

(7)その他 

ア 地球温暖化防止の観点から、工事の実施
及び土地又は工作物の存在及び供用におけ
る温室効果ガスの排出削減について、検討す
ること。 

地球温暖化防止については、工事の実施及び
土地又は工作物の存在及び供用における温
室効果ガスの排出削減を検討しました。 
 

イ 事業計画、環境調査及び工事内容に関す
る情報については、環境影響評価に係る図書
をインターネットにおいて継続して閲覧で
きるようにすることを含め、地域住民及び屋
久島町に対し、積極的に情報公開及び説明を
行うこと。 

環境影響評価に係る図書は鹿児島県のホー
ムページにおいて公表中であり、事業終了ま
で継続して閲覧できるようにします。 
また、必要に応じて情報公開を実施する予定
です。 

ウ 土砂採取区域は、砂岩泥岩互層の分布域
と岩塊、礫及び砂（国立研究開発法人産業技
術総合研究所の地質図では、扇状地・崖錘堆
積物）の分布域にまたがっており、崖錘堆積
物は集中豪雨等で容易に侵食され、下流へ土
砂災害をもたらすおそれがある。 
本事業計画の検討に当たっては、多量の雨が
特徴的である屋久島の気象を踏まえ、土砂災
害が発生しないよう対策を講じること。 
 また、土砂採取区域の地層の状況、土砂採
取方法及び採取量について、準備書に具体的
に示すこと。 

土砂採取区域における土砂を採取する範囲
は、動物・植物に係る調査、予測及び評価の
結果、影響の回避策として、注目すべき生息
地の改変を避ける範囲としました。この範囲
から、約 6 万 m3 の土砂を採取する計画です。
また、調査の結果、土質は礫まじり細粒分質
砂でした。 
土砂災害を防止するため、法面は土質に応じ
た安定勾配（1：1.2）とします。また、雨天
時は土砂流出防止のため、シート等で養生し
ます。 
掘削後は、底面には仮置きした表層土壌の敷
き均し、法面には種子なしの植生基材の吹付
を行います。これにより植生回復の促進及び
外来種等の移入を抑制します。 

エ 建設残土や資材等の置き場については、
水環境、動物、植物及び生態系等への影響を
及ぼす場合が考えられることから、水道水源
の位置等に留意の上、必要に応じて水道事業
者や専門家等へ意見聴取し、調査、予測及び
評価を行い、影響を回避又は低減すること。 

建設残土や資材等の置き場については、水環
境、動物、植物及び生態系等への影響が考え
られることから、影響回避のため、水道水源
周辺及び重要な動植物の確認地点付近への
設置は避けるとともに、仮置き場設置のため
の対象事業実施区域内の残置樹林地の改変
は極力避けることとします。 

 
 
 
 
 
 


